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弁護士法人デイライト法律事務所は、労務、ビジネス関連のニュースや当事務所の近況などを、ニュー
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今月の内容

● 役員等の不祥事への対応
● 従業員の不正行為への対応
● セミナーのご案内
● 編集後記

●役員等の不祥事への対応

経営者や役員が関与する企業不祥事が後を

絶ちません。コンプライアンス違反によって倒産

に追い込まれた企業は、毎年２００件以上存在

しており、コンプライアンス違反が発覚した場合

の対応は企業の命運を握っていると言っても過

言ではありません。

コンプライアンス違反の中には、企業によって

具体的な法律違反行為が行われる場合だけで

なく、経営者や役員が積極的に関与している

ケースがあります。

その他にも、役員が経営判断を誤ってしまっ

たことによって、企業に損害が生じてしまった場

合や、監督体制の不備を問われる場合が役員

の不祥事として考えられます。

今回は、この3つのケースについて、どのよう

な対処が望ましいのかをお伝えできればと思い

ます。

１ 役員による関与が疑われる不祥事

対応の基本的な流れは以下のようになります。

⑴事実確認

役員による不祥事があるという疑いが出た場

合、まずは当該役員以外の役員によって、事実

関係を確認する必要があります。

仮に、経営者による不祥事が疑われている場

合、事実関係の確認は、経営者の影響下にな

い社外取締役が主導して行うべきです。

⑵対外的な公表

不祥事があったことが間違いないという証拠

が相当程度ある場合には、関係者各位に対し

て、事実を公表することが必要になってきます。

対外的な公表の時期や方法を誤ってしまうと、

報道やインターネットにおいて、より一層批判を

浴びることになってしまいますので、この対応は

慎重かつ迅速に行う必要があります。

⑶調査委員会等の設置

次に、第三者委員会等の設置を行い、公正な

観点からの調査を行います。

経営者や役員と親しい人物で構成されており、

調査に手心を加えてもらった場合、往々にして

世間からの批判は強くなります。

現在の社会情勢を踏まえると、厳しい意見が

出たとしても、それを受け入れる形で今後の変

革を進めていく方針の方が最終的に企業に与

える影響は小さく済むと思われます。

⑷問題となった役員への処分

不祥事を起こした役員がそのままの地位に居

続ける場合、世間や従業員の理解が得られな

い場合も多々あります。

不祥事がどの程度のものかにもよりますが、

辞任の勧告・報酬減額・降格等、事案の重大性

に即した処分を検討する必要があります。

この記事につい
てのお問い合わ
せは阿部尚平ま
でお気軽にどう
ぞ。
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⑸原因の分析と再発防止策の提示

原因の分析と再発防止策は、具体的である必
要があります。なぜなら、企業がいかに真摯に不
祥事に向き合い、抜本的な再発防止策を立てる
か、という点が社外には重視されているからです。

同時に、提示した再発防止策をその後しっかり
と実行できているかどうか、定期的に社内で確認
を行うことも必要です。

不祥事が社会的に大きな影響を与えたようなも
のであれば、 確認状況についても社外に公表
するという選択肢もあり得るでしょう。

⑹役員に対する責任追及

不祥事に関わった役員に対しては、以上の対
応を行うと同時に責任追及を行なっていくことを
検討する必要があります。

民事上の損害賠償請求だけでなく、不祥事の
内容次第では刑事告発を行うことも視野に入れ
なければなりません。

２ 経営判断を誤ってしまった場合

経営者や役員に法令違反行為がない場合で
あっても、経営判断を誤ったことによって企業に
損害が生じ、それが企業不祥事として問題となる
こともありえます。

そのような場合、取締役が会社に対して負って
いる善管注意義務（会社法３３０条、民法６４４
条）に違反したとして、会社に対して損害賠償責
任を負うことがあり得ます（会社法４２３条１項）。

企業の経営を行うにあたっては、迅速に専門的
な判断を行う必要があり、その判断には少なから
ずリスクを伴うことが多いはずです。

それにもかかわらず、事後的な判断によって取
締役に責任を負わせると、取締役が萎縮してしま
うことになり、ひいては企業にとっても不利益とな
ります。

そのため、裁判例においては、以下のような経
営判断原則という理論が採用されています。

事例判断ではありますが、「①当該判断をする
ためになされた情報収集・分析、検討が合理性を
欠くものであったか否か、②これらを前提とする
判断の推論過程及び内容が明らかに不合理なも
のであったか否か」という判断がされています
（東京地方裁判所平成１６年３月２５日付判決）。

この裁判例から分かるように、取締役には広い
裁量が認められていますが、無限定ではありま
せん。

仮に経営判断を誤ってしまった場合、善管注意
義務違反であると認定されないためにも、この裁
判例が示しているような事前検討を行なった上で
意思決定を行う必要があります。

法律、税務、会計といった専門的な事項につい
ての判断が必要な場合には、社内の担当部署に
おける検討のみではなく、弁護士や税理士、会
計士等の専門家の意見を得ておくと良い場合が
あります。

ただし、専門家に伝える前提事実に誤りがある
と、正しい検討結果が得られませんので注意が
必要です。

３ 不祥事に直接関与していない役員の責任

不祥事に直接関与していなかったとしても、取
締役には、適切な内部統制システムを構築する
義務があり、この義務に違反しているとして責任
を問われる可能性があります。

どのような内部統制システムを構築するかは、
経営判断に属すると考えられており、事業の規
模や特性、不祥事ごとにどのようなシステムを構
築するべきかは異なりますので、一般的な基準
を確立することは難しいといわれています。

最高裁判例で以下のような要素から結論を出
しているものがありますので、一応の基準として
参考にすることは出来るでしょう（最高裁平成２１
年７月９日付判決）。

●従業員の不正行為への対応

従業員による不正が行われた場合、基本的な
対応策は経営者が不祥事を起こした場合と共通
します。

経営者としては、従業員が不正行為を行う可能
性を出来る限り低くしたいと考えられると思われ
ますので、以下では不正行為が行われる要因や、
その防止策をご紹介したいと思います。
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①通常想定される不正行為を防止しうる程度の
管理体制を整備していたか

②実際になされた不正行為が通常容易に想定し
難い方法によるものであったか

③過去に同様の手法による不正行為が行われた
など不正行為の発生を予見すべき特別の事情
があったか

④不正行為者の言い訳が合理的であったか



１ 不正が行われる要因

従業員が不正を行う場合、
①動機、②機会、③正当化の
３つの不正リスク要因が存在
すると言われており、これら
の要因を指して、「不正の
トライアングル」と言います。

①動機

特に従業員の不正行為が故意によるものであ
る場合に分析を行う必要があります。会社の金
銭を横領したというような場合であれば、金銭が
必要だったから、日頃のストレスを解消するため、
自らの失敗を隠すため等が考えられるでしょう。

②機会

不正を行ってもバレないという客観的な職場の
環境があることを指します。

業務に関係する不正の場合、従業員が業務上
の権限を持っていればいるほど、接することがで
きる情報が多ければ多いほど、機会の要因は大
きくなります。

また、会社による監視がどの程度行き届いてい
るかも機会の要因に与える影響は大きくなります。

③正当化

「ほんの少しだけだ、これくらいは仕方がない、
他の従業員もやっていることだ」というように、不
正行為をする言い訳が従業員の中で成り立って
いることを指します。

動機や機会があっても、必ずしも従業員が不正
行為を行うとは限りません。従業員の中で、不正
行為が不正であるという認識があり、思いとどま
ることが通常だからです。

２ 不正行為の防止策

⑴ 意識改革

不正行為を防ぐために、最も重要なのはコンプ
ライアンス教育です。しかし、研修等を行うだけで
は、コンプライアンスについて従業員が理解した
としても、「正当化」を防ぐことは困難です。

「正当化」を防ぐためには、従業員の潜在意識
に対して働きかけを行うことが必要です。

具体的には、不正は絶対に許さないという企業
の考えを授業員全体に周知し、コンプライアンス
に価値を見出すという企業の空気を作り出す必
要があります。

経営者がコンプライアンスを軽視したり、利益が
第一であるという言動を繰り返していたりすると、
その意識は徐々に従業員にも浸透していきます。

逆に、コンプライアンスが重要であるという意識
を経営者が持ち、従業員に向けて発信し続けれ
ば、その意識も従業員に次第に浸透していくこ と
でしょう。
従業員に対して、コンプライアンス誓約書の提
出を求めるということも考えられます。

⑵ 職場環境の見直し

従業員が職場環境に対してストレスを感じてい
る場合、不正行為を行う「動機」や「正当化」に繋
がってしまうおそれがあります。

組織としての体制作りだけではなく、従業員に
とって風通しのいい職場環境を整えることも、
従業員の不正防止には有用であるといえます。

意見を言いやすい会議の進行方法であったり、
懇親会を設けたりといった工夫を検討することも
重要です。

⑶ 権限の分散・情報管理

既に述べたとおり、不正行為を行う機会は、従
業員が権限を持っていればいるほど、接すること
ができる情報が多ければ多いほど生じやすくなり
ます。

そのため、不正行為を行う機会を減らそうと考
えるのであれば、従業員の業務上の権限をでき
る限り分散させておくことや、従業員が接すること
ができる情報の範囲を自分の業務上必要な範囲
に限定することが有用になります。

また、業務の過程を記録しておくことで、在庫の
数が正しいか、過剰に支払いが行われていない
か等を確認して不正行為が発覚しやすい状態に
しておくことも重要といえるでしょう。

⑷従業員の監視

従業員を過度に信用しすぎて監督が不十分に
なってしまうと不正行為を行う機会を生みます。

社内パソコンの利用履歴や社用メールのチェッ
クを行うこと、防犯カメラを設置すること等の対策
を講じることも必要です。

このような監視を行うことについて、社員のプラ
イバシーを侵害するものではないかとの疑問を
持つ方がいらっしゃるかもしれません。

しかしながら、裁判例においては、防犯カメラの
設置について、カメラを設定する必要性や設置場
所が合理的であることを理由として従業員のプラ
イバシー侵害には該当しないという判断がされて
います（東京地方裁判所平成２４年５月３１日付
判決）。
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この裁判例から分かるように、必要性や合理性
がない監視については従業員のプライバシー侵
害に当たる可能性もありますので、実施態様に
ついてはしっかりと検討を行う必要があります。

例えば、ある従業員について、不正行為が行
われているのではないかという合理的疑いが無
いにもかかわらず、嫌がらせや私的な好奇心の
みから当該従業員だけを対象として監視を行うよ
うな場合は、従業員のプライバシー侵害と判断さ
れる可能性が高いと思われます。

「個人情報の保護に関する法律についての経
済産業分野を対象とするガイドライン」（平成２１
年１０月９日厚生労働省・経済産業省告示第２
号）が、従業員を対象とする業務上のモニタリン
グについて、以下のような注意事項を定めていま
すので、参考にしていただければと思います。

●セミナーのご案内

下記のとおり、セミナーを開催いたしますので、
ご興味がおありでしたら奮ってご参加ください。

【日にち】 ２０１９年１２月１７日（火）

【テーマ】人財採用の
法的リスク・採用手法セミナー

第１部 弁護士が明かす！
採用における法的リスクへの対策

第２部 社労士が教える！
優秀な人材を採用するための手法

【対象】
次のいずれかに該当する企業・社労士の方

☑︎人財を採用したい

☑︎採用時に必要な書類を確認したい

☑︎従業員とのトラブルを未然に防止したい

☑︎問題社員を採用したくない

☑︎労働裁判を回避したい

☑︎社労士として企業をサポートしている

【講師】第１部 ：弁護士 宮﨑 晃
第２部 ：社労士 城 敏徳

【場所】デイライト法律事務所 セミナールーム
（福岡市博多区博多駅前２−１ー１ 福岡朝日ビル７階）

【時間】 １４：００〜１７：００ （開場 １３：３０ ）

【参加料】 ３０００円 （税込）

※顧問先企業様は無料

●編集後記

関西電力の不祥事対応について

関西電力の経営幹部らが原子力発電所の近
辺の有力者から金品を受け取っていたことが発
覚した事件が記憶に新しいのではないでしょう
か。

当初は、金品を返そうと思っていたという苦しい
言い逃れによって、何とか保身を図ろうとしてい
ました。

批判が集まったことで、ようやく会長をはじめと
して関係していた役員数名が辞任を表明するこ
とになりました。

このような対応が、本稿で述べたような不祥事
対応のセオリーから外れたものであることは、お
分かりいただけるかと思います。

刑事上の責任を負いかねない事案であったこ
とから慎重な答弁とならざるを得なかったという
側面はあると思いますが、せめて責任の所在と
進退については、最初からセオリー通りに行うべ
きだったでしょう。

そうすれば、これほどまでに批判が強まることは
なかったかもしれません。

このように、不祥事対応の初動を誤ると、か
えって問題が大きくとりだたされ、経営陣だけで
なく会社自体にも悪影響が及びます。

経営者・従業員を問わず、不祥事に対する対応
にはくれぐれもお気をつけください。

※転記フリー※
このニュースレターは転記フリーです。
役に立つと思ったら、転記していただいて結構です。

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで
弁護士 阿部 尚平
電話番号: ０９２‐４０９‐１０６８
e-mail：info@daylight-law.jp
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・モニタリングの目的、すなわち取得する個人情
報の利用目的をあらかじめ特定し、社内規程に
定めるとともに、従業者に明示すること

・モニタリングの実施に関する責任者とその権限
を定めること

・モニタリングを実施する場合には、あらかじめモ
ニタリングの実施について定めた社内規程案を
策定するものとし、事前に社内に徹底すること

・モニタリングの実施状況については、適正に行
われているか、監査または確認を行うこと


